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神奈川県子ども・若者施策審議会条例

のとする。
（会議）
第６条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。
２ 審議会の会議は、委員の２分の１以上の出席がなければ開くことができない。
３ 審議会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する
ところによる。
（部会）
第７条 審議会は、その所掌事項に係る専門的事項を調査審議させるため、部会を置くことができる。
２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。
３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員のうちからこれを会長が指名する。
４ 部会長は、当該部会の会務を掌理する。
５ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうちから部会長があら
かじめ指名する者がその職務を代理し、又はその職務を行う。
６ 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。
７ 前条の規定は、部会について準用する。この場合において、同条中「審議会」とあるのは「部会」
と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「当該部会の委員」と読み替えるものとす
る。
（委員でない者の出席）
第８条 審議会又は部会において必要があると認めたときは、その会議に、専門的事項に関し学識経
験を有する者、関係行政機関の職員その他関係人の出席を求め、その意見又は説明を聴くことがで
きる。
（会長への委任）
第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定
める。
附 則

この条例は、令和６年３月１日から施行する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
子ども・子育て支援法第72条第５項において準用する同条第３項の規定及び地方青少年問題協議会
法第６条の規定に基づき、神奈川県子ども・若者施策審議会の組織及び運営に関し、所要の定めをし
たいので提案するものであります。
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地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる
特定非営利活動法人等を定める条例の一部を改正する条例

地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例
（平成24年神奈川県条例第39号）の一部を次のように改正する。
別表ＮＰＯ法人ミニシティ・プラスの項、特定非営利活動法人湯河原町地域作業所たんぽぽの項、
特定非営利活動法人ＷＥ21ジャパンこうほくの項及び特定非営利活動法人ＷＥ21ジャパンよこすかの
項を削り、同表に次のように加える。

附 則
１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。ただし、別表に次のように加える改正規定（特定
非営利活動法人ＤＶ対策センターの項に係る部分に限る。）は、公布の日から施行する。
２ 改正前の別表の規定は、この条例の施行の日前に同表ＮＰＯ法人ミニシティ・プラスの項、特定
非営利活動法人湯河原町地域作業所たんぽぽの項、特定非営利活動法人ＷＥ21ジャパンこうほくの
項又は特定非営利活動法人ＷＥ21ジャパンよこすかの項に規定する特定非営利活動法人に対して寄
附金を支出した場合について、なおその効力を有する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定等するため、所
要の改正をしたいので提案するものであります。
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定県第94号議案

を定める条例の一部を改正する条例
寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等
地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる

令和５年１月１日から
令和10年12月31日まで

横浜市青葉区鴨志田町807番地５特定非営利活動法人ＤＶ対策セン
ター

令和６年１月１日から
令和10年12月31日まで

横浜市都筑区中川１－17－22ガー
デンプラザ宮台402号室

ＮＰＯ法人ミニシティ・プラス

令和６年１月１日から
令和10年12月31日まで

横浜市港北区日吉二丁目12番７号特定非営利活動法人ＷＥ21ジャパ
ンこうほく

令和６年１月１日から
令和10年12月31日まで

横須賀市根岸町三丁目15番12号長
谷川ビル102号

特定非営利活動法人ＷＥ21ジャパ
ンよこすか

令和６年１月１日から
令和10年12月31日まで

足柄下郡湯河原町中央二丁目21番
地５

特定非営利活動法人湯河原町地域
作業所たんぽぽ



事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

横浜市４の４ 土地改良法（以下この項において「法」という。）及び土地改良法施行
規則（昭和24年農林省令第75号。以下この項において「省令」という。）に基
づく次の事務
⑴ 法第76条の５第１項の規定により、施設管理土地改良区（市町村の区域
を超える区域を地区とするものを除く。）の組織変更を認可すること。
⑵ 法第76条の５第３項の規定により、⑴に掲げる事務に関し、認可した旨
を公告すること。
⑶ 法第76条の13第１項の規定により、施設管理土地改良区の組織変更を
認可すること。
⑷ 法第76条の13第３項の規定により、認可した旨を通知すること。
⑸ 法第76条の16において読み替えて準用する法第76条の５第３項の規定
により、認可した旨を公告すること。
⑹ 省令第50条の２第４号の規定により、基幹的な土地改良施設を指定す
ること。

山北町16の６ 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号。以下
この項において「法」という。）に基づく次の事務
⑴ 法第18条第１項の規定により、農用地利用集積等促進計画（同条第２項
第１号ロ又は第２号ロに規定する土地が同条第５項第６号イ又はロに掲
げる土地のいずれかに該当する場合に係るものを除く。）を認可すること。
⑵ 法第18条第７項の規定により、⑴に掲げる事務に関し、農業委員会に通
知するとともに、公告すること。
⑶ 法第20条の規定により、農地中間管理権に係る賃貸借等の解除を承認
すること。
⑷ 法第21条第２項の規定により、農用地等に係る賃貸借、使用貸借又は農
業経営等の委託の解除を承認すること。

事務処理の特例に関する条例（平成11年神奈川県条例第41号）の一部を次のように改正する。
別表４の３の項の次に次のように加える。

別表16の５の項の次に次のように加える。

別表32の項⑴中「並びに第59条の２の５第１項」を削り、「書類」の次に「（情報通信技術を活用した
行政の推進等に関する法律（平成14年法律第151号）第６条第１項の規定により同項に規定する電子情
報処理組織を使用して提出する書類を除く。）」を加え、同項に次のように加える。
⑵ 法第59条の２の５第１項の規定により、知事に提出する書類を受理し、及び知事に送付するこ
と。
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定県第95号議案

改正する条例
事務処理の特例に関する条例の一部を



事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

別表38の項⑴中「（平成14年法律第151号）」を削り、同表42の項中47を48とし、38から46までを１ず
つ繰り下げ、37の次に次のように加える。
38 法第69条の２第２項の規定により、医療法人からの報告を受理すること。
別表42の項中「横須賀市」の次に「（左欄38に掲げる事務にあっては、横須賀市を除く。）」を加える。
附 則

（施行期日）
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、別表42の項の改正規定は、同年１月１日
から施行する。
（経過措置）
２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にされた土地改良法（昭和24年法律第195号）第
76条の５第１項又は第76条の13第１項に規定する認可の申請に係る同法第76条の５第１項及び第３
項（第76条の16において読み替えて準用する場合を含む。）並びに第76条の13第１項及び第３項の規
定による事務については、改正後の別表４の４の項の規定にかかわらず、なお従前の例による。
３ 施行日前にされた農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）第18条第１項、
第20条又は第21条第２項に規定する認可又は承認の申請に係る同法第18条第１項及び第７項、第20
条並びに第21条第２項の規定による事務については、改正後の別表16の６の項の規定にかかわらず、
なお従前の例による。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
知事の権限に属する事務の一部を市町村が処理することに関し、対象事務の追加等をするため、所
要の改正をしたいので提案するものであります。
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附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例

附属機関の設置に関する条例（昭和28年神奈川県条例第５号）の一部を次のように改正する。
別表知事の項神奈川県青少年問題協議会の項及び神奈川県子ども・子育て会議の項を削り、同表知
事の項神奈川県障害を理由とする差別の解消のための調整委員会の項の次に次のように加える。

附 則
（施行期日）
１ この条例は、令和６年３月１日から施行する。
（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）
２ 幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26
年神奈川県条例第52号）の一部を次のように改正する。
第３条第１項中「神奈川県子ども・子育て会議」を「神奈川県子ども・若者施策審議会」に改め
る。
（神奈川県子ども・子育て会議条例等の廃止）
３ 次に掲げる条例は、廃止する。
⑴ 神奈川県子ども・子育て会議条例（平成25年神奈川県条例第87号）
⑵ 神奈川県青少年問題協議会条例（平成25年神奈川県条例第111号）
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定県第96号議案

改正する条例
附属機関の設置に関する条例の一部を

30人以内子ども・若者に関する施策及びこれと一体的に講ずべき施策に関
する次に掲げる事項につき知事の諮問に応じて調査審議し、その
結果を報告し、又は意見を建議するとともに、地方青少年問題協
議会法（昭和28年法律第83号）に基づき、青少年の指導、育成、保
護及び矯正に関する総合的施策の実施に関し必要な関係行政機関
相互の連絡調整を図ること。
⑴ 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）に規定する子ど
も・子育て支援事業支援計画並びに子ども・子育て支援に関す
る施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び当該施
策の実施状況
⑵ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進
に関する法律（平成18年法律第77号）第17条第３項、第21条第２
項及び第22条第２項の規定によりその権限に属させられた事項
⑶ 幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営
に関する基準を定める条例（平成26年神奈川県条例第52号）第
３条第１項に規定する設備及び運営の向上
⑷ 地方青少年問題協議会法に規定する青少年の指導、育成、保
護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必要な重要事項
⑸ ⑴から⑷までに掲げるもののほか、子どもの貧困対策の推進
その他の子ども・若者に関する施策及びこれと一体的に講ずべ
き施策に関する重要事項

神奈川県子ども・
若者施策審議会



附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
子ども・若者に関する施策等の調査審議等を行うため、神奈川県子ども・若者施策審議会を条例に
基づく附属機関として位置付けるなど、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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神奈川県手数料条例の一部を改正する条例

神奈川県手数料条例（平成12年神奈川県条例第２号）の一部を次のように改正する。
別表の４ 環境農政局関係の表中91の29の項を91の30の項とし、91の28の項を91の29の項とし、91
の27の項の次に次のように加える。

附 則
（施行期日）
１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。
（経過措置）
２ 改正後の別表の４ 環境農政局関係の表91の28の項の規定は、この条例の施行の日以後に証明書
の交付の請求を受理したものから適用する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律の施行に伴い、農用地利用集積等促進計画の認可
の公告に係る証明書交付手数料を新設するため、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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定県第98号議案

神奈川県手数料条例の一部を改正する条例

1 通につき
300円

農用地利用集積等
促進計画の認可の
公告に係る証明書
交付手数料

91の28 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法
律第101号）第18条第７項の規定に基づく農用地利用集積
等促進計画の認可の公告をした旨の証明書の交付



行政財産の用途又は目的を妨げない限度における使用に係る使用料に
関する条例の一部を改正する条例

行政財産の用途又は目的を妨げない限度における使用に係る使用料に関する条例（昭和39年神奈川
県条例第79号）の一部を次のように改正する。
別表中備考以外の部分を次のように改める。
別表（第２条関係）
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定県第99号議案

3,780円

第三級地第二級地第一級地

第二種電柱

1,630円1,940円2,460円

１本

金額
単位

その他の柱類

第一種電柱

2,780円3,520円

92円

第二種電話柱

1,460円1,740円2,200円第一種電話柱

3,380円4,030円5,100円

外径が0.07メートル未満のもの

第三種電柱

2,510円2,980円

140円150円170円

3,200円

220円

3,820円

350円420円530円

61円

外径が0.3メートル以上0.4メートル
未満のもの

4,830円

73円

第三種電話柱

2,330円

330円

外径が0.07メートル以上0.1メート
ル未満のもの

120円130円160円200円

1,330円4,310円8,200円

外径が0.1メートル以上0.15メート
ル未満のもの

表示面積１
平方メート
ル

57円

看板

共架する電
柱１本

3,520円１本

共架電線

910円

区分

標識

82円

400円
管
類

87円100円130円

外径が0.2メートル以上0.3メートル
未満のもの 長さ１メー

トル

3,170円

2,350円

1,530円

外径が0.15メートル以上0.2メート
ル未満のもの

250円260円

第四級地

310円

1,070円

2,330円

1,140円1,360円1,720円

2,780円 2,180円

570円610円730円920円外径が0.4メートル以上0.7メートル
未満のもの

160円170円210円260円

3,000円

2,180円

1,360円

の一部を改正する条例
における使用に係る使用料に関する条例
行政財産の用途又は目的を妨げない限度



行政財産の用途又は目的を妨げない限度における使用に係る使用料に
関する条例の一部を改正する条例

別表の備考１中「、座間市及び綾瀬市」を「及び座間市」に改め、同表の備考２中「伊勢原市」の
次に「、綾瀬市」を加える。

附 則
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。
２ この条例の施行の際現に使用の許可を受けている行政財産の使用に係る使用料で次に掲げるもの
については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
⑴ この条例の施行の際現にこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の期間に係る使用
料を納入しているものの当該納入している期間に係る使用料
⑵ 使用の許可の期間が施行日前に開始し、かつ、施行日以後に終了するものの施行日から使用開
始日（最初に使用することができる日をいう。）に応当する令和６年４月中の日の前日までの期間
に係る使用料（前号に掲げる使用料を除く。）

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
神奈川県道路占用料等徴収条例の一部改正を踏まえ、行政財産の使用料の額を改定するなど、所要
の改正をしたいので提案するものであります。
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2,640円

870円1,040円1,320円

3,500円4,160円5,270円

1,750円2,080円

3,280円

1,640円

820円

外径が２メートル以上のもの

外径が１メートル以上２メートル未
満のもの

外径が0.7メートル以上１メートル
未満のもの



神奈川県液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律
関係手数料条例の一部を改正する条例

神奈川県液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係手数料条例（平成12年神奈
川県条例第７号）の一部を次のように改正する。
別表10の項中「又は第３項」を「若しくは第３項又は同法第39条の22第１項」に改める。
附 則

この条例は、令和５年12月21日から施行する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、貯蔵施設等設置完成検査手数料につ
いて、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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定県第100号議案

手数料条例の一部を改正する条例
及び取引の適正化に関する法律関係
神奈川県液化石油ガスの保安の確保





神奈川県漁港管理条例の一部を改正する条例

」 」
附 則

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。
２ 改正後の別表第２の２ 占用料⑴の表及び別表第３の２ 占用料の表の規定は、神奈川県漁港管
理条例又は漁港漁場整備法及び水産業協同組合法の一部を改正する法律（令和５年法律第34号）第
１条の規定による改正前の漁港漁場整備法（昭和25年法律第137号）の規定による占用の許可に係る
期間のうちこの条例の施行の日以後の期間に係る占用料について適用し、同日前の期間に係る占用
料については、なお従前の例による。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
神奈川県道路占用料等徴収条例の一部改正等を踏まえ、県が管理する漁港施設及び公共空地等に係
る占用料の額を改定するため、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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10円８円

2,980円2,510円2,890円2,400円

1,940円1,630円1,880円1,560円

1,680円

4,160円3,500円4,030円3,350円

17円15円17円14円

10円９円

730円610円700円590円

1,040円870円1,010円840円

2,080円1,750円2,010円

200円170円

310円260円300円250円

420円350円400円340円

59円

100円87円100円84円

160円130円150円130円

210円170円

1,600円1,530円
を

1,490円1,400円

4,310円1,330円4,730円1,510円

73円61円70円

2,690円2,230円

3,820円3,200円3,690円3,070円

170円150円170円140円

に改める。

4,030円3,380円3,890円3,240円

1,740円1,460円1,680円1,400円

2,780円2,330円





神奈川県法定外公共用財産使用料徴収条例の一部を改正する条例

神奈川県法定外公共用財産使用料徴収条例（平成11年神奈川県条例第43号）の一部を次のように改
正する。
別表中備考以外の部分を次のように改める。
別表（第２条関係）
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定県第103号議案

の一部を改正する条例
神奈川県法定外公共用財産使用料徴収条例

3,780円

その他の柱類

第三級地第二級地第一級地

第二種電柱

1,630円1,940円2,460円

１本１年

使用料

所在地
単位

区分

第一種電柱

2,780円3,520円

170円

第二種電話柱

1,460円1,740円2,200円

220円

第一種電話柱

3,380円4,030円5,100円

１本１年

第三種電柱

2,510円2,980円

270円320円使用面積１
平方メート
ル１年

3,200円

通路、作業場、材料置場、貯木場、いかだ等
の係留場その他原状のまま使用するもの

3,820円

長さ１メー
トル１年

4,830円

150円

第三種電話柱

2,330円

地下に設ける電線その他の線類

15円17円22円

560円590円700円

140円

倉庫、物置、小屋、桟橋、橋りょうその他
の工作物（次の各項に掲げるものを除く。）

共架電線その他上空に設ける線類

250円

92円

1,500円1,530円1,600円

９円10円

1,900円
使用面積１
平方メート
ル１年

鉄塔

13円

3,170円

2,350円

1,530円

550円

250円

160円200円

第四級地

82円

61円

87円100円130円

73円 57円

８円

14円

3,000円

2,180円

1,360円

250円260円310円400円

160円170円210円260円

120円130円

外径が0.2メートル以上0.3メートル
未満のもの

外径が0.15メートル以上0.2メート
ル未満のもの

外径が0.1メートル以上0.15メート
ル未満のもの

外径が0.07メートル以上0.1メート
ル未満のもの

外径が0.07メートル未満のもの



神奈川県法定外公共用財産使用料徴収条例の一部を改正する条例

別表の備考１⑴中「、座間市及び綾瀬市」を「及び座間市」に改め、同表の備考１⑵中「伊勢原市」
の次に「、綾瀬市」を加える。

附 則
この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
神奈川県道路占用料等徴収条例の一部改正等を踏まえ、法定外公共用財産の使用料の額を改定する
など、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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その他の土石の採取

田圃
たんぼ

砂利の採取

山砂利の採取

460円

530円
管類

1,040円1,320円

570円

350円

610円730円920円

420円 330円

3,280円3,500円4,160円5,270円

1,640円1,750円2,080円2,640円

820円870円

14円
使用面積１
平方メート
ル１年

農耕地、牧草地等

910円1,330円4,310円8,200円
表示面積１
平方メート
ル１年

看板

外径が２メートル以上のもの

外径が１メートル以上２メートル未
満のもの

外径が0.7メートル以上１メートル
未満のもの

外径が0.4メートル以上0.7メートル
未満のもの

外径が0.3メートル以上0.4メートル
未満のもの

260円

230円
採取量１立
方メートル

土石の採
取

11円11円12円





神奈川県都市公園条例の一部を改正する条例

附 則
この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
神奈川県道路占用料等徴収条例の一部改正を踏まえ、都市公園の占用許可による使用料の額を改定
するため、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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3,280円3,500円4,160円5,270円外径が２メートル以上のもの

１本１年標識

21円23円29円38円
占用面積１
平方メート
ル１日

その他のもの

730円920円

通路、鉄道、軌道、公共駐車場、防火用
貯水槽等で地下に設けるもの

820円870円1,040円1,320円

2,180円2,330円2,780円3,520円

占用面積１
平方メート
ル１年

330円350円

橋並びに道路、鉄道及び軌道で高架の
もの

420円

270円400円

530円
トル１年管類

1,290円2,460円

570円610円

460円660円2,150円4,100円

外径が0.4メートル以上0.7メー
トル未満のもの

外径が0.3メートル以上0.4メー
トル未満のもの

外径が0.7メートル以上１メー
トル未満のもの

1,640円1,750円2,080円2,640円外径が１メートル以上２メート
ル未満のもの



神奈川県道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例

神奈川県道路占用料等徴収条例（昭和28年神奈川県条例第19号）の一部を次のように改正する。
別表中備考以外の部分を次のように改める。
別表（第２条、第４条関係）
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定県第105号議案

改正する条例
神奈川県道路占用料等徴収条例の一部を

3,520円

地下に設ける変圧器

第二種電話柱

所在地
単位

2,730円2,910円3,470円4,400円
１個１年

変圧塔その他これに類する
もの及び公衆電話所

占用料

占用物件

1,040円1,320円
占用面積１
平方メート
ル１年

1,530円1,630円1,940円2,460円

１本１年

第一種電柱

法第32条第
１項第１号
に掲げる工
作物

第四級地第三級地第二級地第一級地

2,330円2,780円

地下に設ける電線その他の
線類

1,340円1,430円1,700円

2,350円2,510円2,980円3,780円

2,150円

第二種電柱

１個１年路上に設ける変圧器

820円870円

15円17円22円
長さ１メー
トル１年

共架電線その他上空に設け
る線類

８円

3,170円3,380円4,030円5,100円

９円

第三種電柱

10円13円

郵便差出箱及び信書便差出箱

140円150円170円220円その他の柱類

2,180円

1,360円1,460円1,740円2,200円第一種電話柱

14円

1,330円4,310円8,200円
表示面積１
平方メート
ル１年

広告塔

1,150円1,220円1,460円1,850円

3,000円3,200円3,820円4,830円

外径が0.07メートル未満の
もの

第三種電話柱

外径が0.07メートル以上
0.1メートル未満のもの

57円61円73円92円

2,730円2,910円3,470円4,400円
占用面積１
平方メート
ル１年

その他のもの

910円

82円87円100円130円



神奈川県道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例 21

190円190円210円220円

44円

長さ１メー
トル１年

歩廊法第32条第
１項第４号
に掲げる施
設

長さ１メー
トル１年

その他のも
の

道路の構造又は交通の状
況を表示する標示柱その
他の柱類

法第２条第
２項第５号
に規定する
自動運行装
置による検
知の対象と
して設置す
る導線その
他の線類

地下に設け
るもの

1,040円1,320円地下に設け
るもの

27円29円

１本１年

2,730円2,910円3,470円4,400円

35円

階数が２の
もの

その他のもの

法第32条第
１項第５号
に掲げる施
設

Ａ×0.006

1,360円1,460円1,740円2,200円
占用面積１
平方メート
ル１年

上空に設け
るものその他のも

の

階数が３以
上のもの

820円870円

190円190円330円460円

Ａ×0.007

その他のもの

Ａ×0.004
占用面積１
平方メート
ル１年

階数が１の
もの

地下街及び地
下室

外径が0.2メートル以上0.3
メートル未満のもの

160円170円210円260円外径が0.15メートル以上0.2
メートル未満のもの

法第32条第
１項第２号
に掲げる物
件

120円130円160円200円外径が0.1メートル以上0.15
メートル未満のもの

920円外径が0.4メートル以上0.7
メートル未満のもの

330円350円420円530円外径が0.3メートル以上0.4
メートル未満のもの

250円260円310円400円

820円870円1,040円1,320円外径が0.7メートル以上１
メートル未満のもの

570円610円730円

法第32条第
１項第３号
に掲げる施
設

3,280円3,500円4,160円5,270円外径が２メートル以上のもの

1,640円1,750円2,080円2,640円外径が１メートル以上２メー
トル未満のもの

2,180円2,330円2,780円3,520円

８円９円10円13円

自
動
運
行
補
助
施
設



神奈川県道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例22

82円
占用面積１
平方メート
ル１日

法第32条第
１項第６号
に掲げる施
設 91円130円430円820円

占用面積１
平方メート
ル１月

91円130円430円820円
表示面積１
平方メート
ル１月

政令第７条
第１号に掲
げる物件

910円1,330円4,310円8,200円

2,150円4,100円

１基１月
車道を横断す
るものアーチ

上空に設ける通路

９円13円

その他のもの

43円

政令第７条第６号に掲げる仮設建築物
及び同条第７号に掲げる施設

190円190円330円460円

91円130円430円820円
その面積１
平方メート
ル１月

その他のもの

祭礼、縁日その他の催しに
際し、一時的に設けるもの

460円660円

91円430円

270円400円1,290円

看板（アーチ
であるものを
除く。）

2,460円

290円

820円占用面積１
平方メート
ル１月

政令第７条第４号に掲げる工事用施設
及び同条第５号に掲げる工事用材料

440円

その他のもの

130円

地下に設ける通路

43円82円
その面積１
平方メート
ル１日

トンネルの上又は高架の道
路の路面下（当該路面下の
地下を除く。）に設けるもの

Ａ×0.014Ａ×0.012

820円１本１月

祭礼、縁日そ
の他の催しに
際し、一時的
に設けるもの

幕（政令第７
条第４号に掲
げる工事用施
設であるもの
を除く。）

Ａ×0.009Ａ×0.008

270円350円

2,330円2,780円3,520円１本１年標識

９円13円43円82円１本１日
旗ざお

91円130円430円

政令第７条第３号に掲げる施設

９円

その他のもの

祭礼、縁日そ
の他の催しに
際し、一時的
に設けるもの

その他のもの

一時的に設け
るもの

910円1,330円4,310円8,200円
表示面積１
平方メート
ル１年

13円

2,180円

2,730円2,910円3,470円4,400円占用面積１
平方メート
ル１年

政令第７条第２号に掲げる工作物

Ａ×0.031

460円660円2,150円4,100円その他のもの



神奈川県道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例

別表の備考２⑴中「、座間市及び綾瀬市」を「及び座間市」に改め、同表の備考２⑵中「伊勢原市」
の次に「、綾瀬市」を加える。

附 則
この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
道路法施行令の一部改正等により、国道の占用料の額が見直されたこと等を踏まえ、県道の占用料
の額を改定するなど、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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Ａ×0.031

Ａ×0.031

政令第７条第14号に掲げる施設

その他のもの

占用面積１
平方メート
ル１年

政令第７条
第８号に掲
げる施設

Ａ×0.014

Ａ×0.019

Ａ×0.009

Ａ×0.012

Ａ×0.011

Ａ×0.015

Ａ×0.012Ａ×0.01
トンネルの上又は自動車専用
道路（高架のものに限る。）の
路面下に設けるもの

政令第７条
第13号に掲
げる施設

Ａ×0.025

Ａ×0.022上空に設けるもの

Ａ×0.007

Ａ×0.025政令第７条第12号に掲げる器具

Ａ×0.019Ａ×0.015

Ａ×0.006

Ａ×0.031その他のもの

Ａ×0.004

Ａ×0.015Ａ×0.012Ａ×0.01

Ａ×0.017

トンネルの上又は高架の道路
の路面下に設けるもの

政令第７条
第11号に掲
げる応急仮
設建築物

Ａ×0.022上空に設けるもの

Ａ×0.019

Ａ×0.009Ａ×0.007

Ａ×0.007

Ａ×0.022政令第７条
第10号に掲
げる施設及
び自動車駐
車場

Ａ×0.014Ａ×0.011

建築物

その他のもの

地下（トンネ
ルの上の地下
を除く。）に設
けるもの

上空に設けるもの

Ａ×0.01
政令第７条
第９号に掲
げる施設

階数が３以上
のもの

階数が２のも
の

階数が１のも
の

その他のもの

建築物

その他のもの



港湾の設置及び管理等に関する条例の一部を改正する条例

港湾の設置及び管理等に関する条例（昭和39年神奈川県条例第93号）の一部を次のように改正する。
別表第１の７ 専用利用料の表の⑴の表中備考以外の部分を次のように改める。
⑴ 次の表の区分の欄に掲げる構築物を設置するための土地の専用利用
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定県第106号議案

一部を改正する条例
港湾の設置及び管理等に関する条例の

3,780円

外径が0.2メートル以上0.3メートル
未満のもの

葉山港、大磯港、
真鶴港湘南港

第二種電柱

管
類

1,940円2,460円

１本１年

専用利用料

港湾名
単位

区分

第一種電柱

2,780円3,520円

920円

第二種電話柱

1,740円2,200円

外径が0.4メートル以上0.7メートル
未満のもの

第一種電話柱

4,030円5,100円

310円

第三種電柱

400円

2,980円

外径が0.7メートル以上１メートル
未満のもの

420円530円

3,820円

73円92円

外径が0.3メートル以上0.4メートル
未満のもの

外径が0.07メートル未満のもの

4,830円第三種電話柱

730円

100円130円外径が0.07メートル以上0.1メート
ル未満のもの

2,080円2,640円外径が１メートル以上２メートル未
満のもの

1,040円1,320円

220円

210円260円

その他の柱類

外径が0.15メートル以上0.2メート
ル未満のもの

160円200円外径が0.1メートル以上0.15メート
ル未満のもの

170円

160円240円

長さ１メートル
１年

共架電線その他上空に設ける線類

86円130円地下に設ける電線その他の線類



港湾の設置及び管理等に関する条例の一部を改正する条例

別表第２中表の部分を次のように改める。
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柵類

4,160円5,270円

4,310円8,200円表示面積１平方
メートル１年看板

外径が２メートル以上のもの

960円1,420円

3,780円

長さ１メートル
１年

外径が0.2メートル以上0.3メートル未
満のもの

葉山港、大磯港、
真鶴港湘南港

第二種電柱

管
類

1,940円2,460円

１本１年

占用料等
港湾名

単位
区分

第一種電柱

2,780円3,520円

260円

第二種電話柱

1,740円2,200円

外径が0.15メートル以上0.2メートル
未満のもの

第一種電話柱

4,030円5,100円

310円

第三種電柱

400円

2,980円

270円320円
占用面積１平方
メートル１年

200円

通路、作業場、材料置場、貯木場、いかだ等
の係留場その他原状のまま使用するもの

3,820円

73円92円

外径が0.1メートル以上0.15メートル
未満のもの

外径が0.07メートル未満のもの

4,830円第三種電話柱

210円

鉄塔

100円130円外径が0.07メートル以上0.1メートル
未満のもの

420円530円

590円700円

外径が0.3メートル以上0.4メートル未
満のもの

倉庫、物置、小屋、桟橋、橋りようその他の
工作物（次の各項に掲げるものを除く。）

160円

220円１本１年その他の柱類

1,600円

730円920円

1,900円

外径が0.4メートル以上0.7メートル未
満のもの

占用面積１平方
メートル１年

170円

17円22円共架電線その他上空に設ける線類

10円13円地下に設ける電線その他の線類



港湾の設置及び管理等に関する条例の一部を改正する条例

附 則
この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
神奈川県道路占用料等徴収条例の一部改正等を踏まえ、港湾の施設の専用利用料等の額を改定する
ため、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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2,640円

4,160円5,270円

1,040円1,320円

外径が２メートル以上のもの

外径が１メートル以上２メートル未満
のもの

外径が0.7メートル以上１メートル未
満のもの

770円920円

2,080円

柵類

300円採取量１立方メ
ートル土砂の採取

760円900円１基１年係船浮標、係船くい及び信号標

4,310円8,200円表示面積１平方
メートル１年看板

260円310円占用面積１平方
メートル１月海水浴施設、売店及びバンガロー



神奈川県流水占用料等徴収条例の一部を改正する条例

神奈川県流水占用料等徴収条例（平成11年神奈川県条例第44号）の一部を次のように改正する。
別表第２中備考以外の部分を次のように改める。
別表第２（第２条関係）
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定県第107号議案

を改正する条例
神奈川県流水占用料等徴収条例の一部

3,780円

第三級地第二級地第一級地

第二種電柱

1,630円1,940円2,460円

１本１年

土地占用料又は廃川敷地使用料

所在地
単位

区分

第一種電柱

2,780円3,520円

130円

第二種電話柱

1,460円1,740円2,200円第一種電話柱

3,380円4,030円5,100円

外径が0.07メートル以上0.1メート
ル未満のもの

第三種電柱

2,510円2,980円

270円320円
占用面積１
平方メート
ル１年

3,200円

通路、作業場、材料置場、貯木場、いかだ
等の係留場その他原状のまま使用するも
の及びゴルフ場、自動車練習場その他これ
らに類する施設

3,820円

61円73円92円

87円

外径が0.07メートル未満のもの

4,830円

100円

第三種電話柱

2,330円

鉄塔

外径が0.1メートル以上0.15メート
ル未満のもの

160円170円210円260円

560円590円700円

外径が0.15メートル以上0.2メート
ル未満のもの

倉庫、物置、小屋、桟橋、橋りょうその他
の工作物（ゴルフ場、自動車練習場その他
これらに類する施設及び次の各項に掲げ
るものを除く。）

82円

250円

220円１本１年その他の柱類

120円

1,530円1,600円

130円160円200円

1,900円
占用面積１
平方メート
ル１年

3,170円

2,350円

1,530円

550円

250円

第四級地

150円170円

14円

140円

1,500円

15円17円22円共架電線その他上空に設ける線類

９円10円13円地下に設ける電線その他の線類

3,000円

2,180円

1,360円

57円

８円



神奈川県流水占用料等徴収条例の一部を改正する条例

別表第２の備考１⑴中「、綾瀬市」を削り、同表の備考１⑵中「伊勢原市」の次に「、綾瀬市」を
加える。

附 則
この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
神奈川県道路占用料等徴収条例の一部改正を踏まえ、土地の占用料等の額を改定するなど、所要の
改正をしたいので提案するものであります。
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530円

3,280円3,500円4,160円

260円310円400円長さ１メー
トル１年

5,270円外径が２メートル以上のもの

管類

2,080円2,640円

740円770円

870円1,040円1,320円

920円

610円730円920円

柵類

350円420円

720円

1,750円

看板

150円占用面積１
平方メート
ル１年

運動場、競技場、遊園地その他これらに類
する施設

1,330円4,310円8,200円
表示面積１
平方メート
ル１年

570円

330円

250円

外径が１メートル以上２メートル未
満のもの

外径が0.7メートル以上１メートル
未満のもの

外径が0.4メートル以上0.7メートル
未満のもの

外径が0.3メートル以上0.4メートル
未満のもの

外径が0.2メートル以上0.3メートル
未満のもの

120円130円

11円

120円

910円

11円12円14円農耕地、牧草地等

1,640円

820円



神奈川県海岸占用料等徴収条例の一部を改正する条例

神奈川県海岸占用料等徴収条例（平成11年神奈川県条例第45号）の一部を次のように改正する。
別表中備考以外の部分を次のように改める。
別表（第２条関係）
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定県第108号議案

を改正する条例
神奈川県海岸占用料等徴収条例の一部

3,780円

第三級地第二級地第一級地

第二種電柱

1,630円1,940円2,460円

１本１年

占用料等
所在地

単位
区分

第一種電柱

2,780円3,520円第二種電話柱

1,460円1,740円2,200円第一種電話柱

3,380円4,030円5,100円第三種電柱

2,510円2,980円

270円320円
占用面積１平方
メートル１年

3,200円

通路、作業場、材料置場、貯木場、いかだ等の
係留場その他原状のまま使用するもの

3,820円

61円73円92円外径が0.07メートル未満のもの

管
類

4,830円

長さ１メートル
１年

第三種電話柱

2,330円

鉄塔

87円100円130円外径が0.07メートル以上0.1メートル未
満のもの

560円590円700円倉庫、物置、小屋、桟橋、橋りょうその他の施
設又は工作物（次の各項に掲げるものを除く。）

250円

外径が0.2メートル以上0.3メートル未満
のもの

220円1 本 1 年

170円210円260円

その他の柱類

外径が0.15メートル以上0.2メートル未
満のもの

1,530円1,600円

130円160円200円

1,900円

外径が0.1メートル以上0.15メートル未
満のもの

占用面積１平方
メートル１年

350円420円530円外径が0.3メートル以上0.4メートル未満
のもの

150円

260円310円400円

170円

15円17円22円共架電線その他上空に設ける線類

９円10円13円地下に設ける電線その他の線類



神奈川県海岸占用料等徴収条例の一部を改正する条例

附 則
この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
神奈川県道路占用料等徴収条例の一部改正等を踏まえ、海岸保全区域等の占用料等の額を改定する
ため、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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採取量１立方
メートル

砂

土
石
の
採
取

250円260円310円占用面積 1平方
メートル 1月

1,330円4,310円8,200円表示面積 1平方
メートル 1年

海水浴施設、売店及びバンガロー

看板

360円栗石（径が６センチメートルを超え15セ
ンチメートル以下のものをいう。）

300円砂利（径が６センチメートル以下のもの
をいう。）

260円

530円転石（径が30センチメートルを超えるも
のをいう。）

610円730円920円外径が0.4メートル以上0.7メートル未満
のもの

460円玉石（径が15センチメートルを超え30セ
ンチメートル以下のものをいう。）

870円1,040円1,320円外径が0.7メートル以上１メートル未満
のもの

300円混合土石

3,500円4,160円5,270円外径が２メートル以上のもの

1,750円2,080円2,640円外径が１メートル以上２メートル未満の
もの

770円920円柵類 740円



警察組織に関する条例の一部を改正する条例

警察組織に関する条例（昭和29年神奈川県条例第28号）の一部を次のように改正する。
別表神奈川県津久井警察署の項位置の欄中「相模原市緑区中野308番地」を「相模原市緑区中野937
番地２」に改める。

附 則
この条例は、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において公安委員会規則で定める日から
施行する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
津久井警察署の庁舎新築移転に伴い、所要の改正をしたいので提案するものであります。

31

定県第109号議案

条例
警察組織に関する条例の一部を改正する

























公立大学法人神奈川県立保健福祉大学中期目標

公立大学法人神奈川県立保健福祉大学第二期中期目標
前文
神奈川県立保健福祉大学は、平成15年度の開学以来、保健、医療及び福祉人材を養成する拠点とし
て、「保健・医療・福祉の連携と総合化」、「生涯にわたる継続教育の重視」及び「地域社会への貢献」
の三つの基本理念のもとに、「ヒューマンサービス」というミッションを目指した教育、研究及び地域
貢献に取り組み、学部、大学院及び実践教育センターでの教育を通して、質の高い専門人材を輩出し
てきた。
平成30年度に公立大学法人に移行した後は、自主・自律的な法人運営のもと、保健、医療及び福祉の
分野における高度で専門的な知識及び技術を教授研究するとともに、保健、医療及び福祉の分野に関
する総合的な能力を有し、ヒューマンサービスを実践できる人材及び地域や国際社会において活躍で
きる人材を育成し、第一期中期目標期間（平成30年度から令和５年度）においては、全体として中期目
標を達成できることが見込まれている。
一方で、少子高齢化、グローバル化及び情報化が急速に進む中、昨今では感染症への対応も重要視
されたことから、保健、医療及び福祉を取り巻く社会状況は大きく変化しており、大学に対する社会
からの期待はますます大きなものとなっている。
以上の点を踏まえ、神奈川県は、公立大学法人神奈川県立保健福祉大学（以下「法人」という。）が
その使命を果たすべく、積極的に地域に貢献する大学として神奈川県民の期待に応える成果を着実に
あげていくために、次のとおり第二期中期目標を策定し、法人に対して指示するものである。
第１ 中期目標の期間
令和６年４月１日から令和12年３月31日までの６年間とする。
第２ 教育研究等の質の向上に関する目標
１ 教育に関する目標
⑴ 人材の育成
保健、医療及び福祉の各領域に関わる幅広い知識と専門的な技術に基づき、豊かな人間性を
兼ね備えたヒューマンサービスを実践できる人材及び地域や国際社会においてリーダーとして
活躍できる人材の育成、その他、保健、医療及び福祉の分野においてミッションであるヒュー
マンサービスを基軸に社会システムや技術の革新（イノベーション）を担うマインドをもって、
当事者目線で社会的課題の解決に向けて積極的に向き合おうとする人材の育成、現任者への継
続教育及び大学の知的資源の積極的開放を通して、県民と地域社会の保健、医療及び福祉の向
上に寄与する。
ア 学部教育
保健、医療及び福祉の分野における高度で専門的な知識及び技術を教授研究するととも
に、保健、医療及び福祉の連携と総合化を実現できる能力を有する人材を育成する。
イ 大学院教育
ア 保健福祉学研究科
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定県第121号議案

公立大学法人神奈川県立保健福祉大学中期目標



公立大学法人神奈川県立保健福祉大学中期目標

【博士前期課程】
保健、医療及び福祉に関わる広い理解を持ってそれぞれの分野と連携・協力を目指すこ
とのできる高度専門職業人を育成する。
【博士後期課程】
専攻分野について自立して研究活動を行い、保健福祉学の理論的基盤を探求し、かつ高
度な専門的知識を有する研究者、教育者を育成する。
イ ヘルスイノベーション研究科
超高齢社会を迎えている中、「未病」の概念を踏まえて、イノベーションを起こすことが
できる人材を育成する。
【修士課程】
公衆衛生学を基盤とし、イノベーションの創出に取り組み、先端技術やデータサイエン
ス、アドミニストレーションなど、幅広い知識や能力を持ち、多様なステークホルダーと
協働できる専門人材を育成する。
【博士課程】
公衆衛生の視点による科学的根拠に基づいたアプローチによって社会変革に意を尽く
し、国際社会の将来をけん引することができる国際的高度専門人材を育成する。

ウ 現任者教育
保健、医療及び福祉の分野に従事する者の継続教育並びに同分野に関する研究を実施し、
時代の要請に応じたキャリア支援を行う。
また、主に実践教育センターにおいて、急激な社会環境の変化に適応するために必要なス
キルを身につけ、新たなニーズに対応できる現任者教育のあり方を検討し、推進する。

⑵ 教育内容等
保健、医療及び福祉分野に係る社会からの要請、学生からの要望、学術の発展動向などに的
確に対応することを目的として、教育内容の継続的な改善を図るためカリキュラムポリシーを
必要に応じて見直すとともに、学生の主体的な学修を引き出すことで、学生が授業内容を深く
理解し、知識や技術を確実に習得できるよう、効果的な授業形態、教育方法の継続的な工夫に
努める。
また、ディプロマポリシーに基づいた授業の到達目標を明示し、学修成果を適正に評価する。
さらに教育の質を確保するためデジタル技術を活用した教育研究の機能強化を推進する。

⑶ 教育の実施体制の整備
大学における質の高い教育を実施するため、適切な教員の配置を行うとともに、より優れた
教員の確保に努め、社会状況の変化にも対応したファカルティ・ディベロップメント活動を充
実させる。
また、学生の学習意欲や教育効果を高めるため、デジタル技術の活用促進を図るとともに、
大学の施設や教育備品等の計画的な整備と適切な維持管理により教育環境の向上を図る。
⑷ 学生の受入れ
アドミッションポリシー、大学が求める学生像及び教育理念、教育目標等に沿った適切な入
学者選抜及び選考を実施し、より優秀な学生の確保に取り組むとともに、社会人やグローバル
人材の育成・活躍推進を図る。
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また、社会ニーズの変化や時代の要請を的確にとらえた入学者受入れのあり方を検討する。
２ 学生への支援に関する目標
学生が大学生活や卒業後において充実した生活を送ることができるよう、学習支援、健康及び
生活に関する支援及びキャリア支援を行う。
また、イノベーションを起こす人材の輩出に向け、起業をはじめとする学生のチャレンジを支
援する取組を実施するとともに、優秀な留学生の獲得や国際的な学生交流の推進に努め、国際社
会において活躍できる人材の育成を図る。
３ 研究に関する目標
保健、医療及び福祉の分野において実践的な研究を行い、その成果を有効に活用する。また、
県と連携し、大学の知見・資源を生かした未病の改善による健康寿命の延伸、科学的視点に基づ
く感染症対策、当事者目線の介護や障がい福祉施策、子ども施策などの研究等に取り組み、政策
立案に活かすとともに、保健、医療及び福祉の現場と連携しながら、社会実装を推進し、県民の
保健福祉の向上に寄与する。
さらに、質の高い研究を行うため、研究活動を推進する体制を整備するとともに、個々の教員
が競争的外部資金の獲得に積極的に取り組む。
４ 社会貢献に関する目標
⑴ 地域貢献
急速な少子高齢社会を迎えているなか、大学が有する人的資源及び教育研究成果を活用し
て、地域包括ケアシステムの構築など地域が抱える課題に対する支援や、地域との連携及び協
働を推進する。
また、県が設置する大学として、県に対しその知見や成果を提供するとともに、地域におけ
る「知と人材の拠点」として保健、医療及び福祉の向上及び地域の活性化のための継続的な教
育資源の還元に取り組む。
⑵ 産学官連携・国際協働
大学の持つ保健、医療及び福祉に係る特性を活かし、企業や行政機関等との研究協力を推進
し、地域経済の活性化及び産業の発展に寄与する。
また、研究を通した政策提言などにより、社会システムにおけるイノベーションの創出に積
極的に貢献する。
さらに、イノベーションを担い、教育研究の活性化と国際社会において活躍できる人材を育
成するため、国内外の教育研究機関と連携し、多様な教育研究活動や教員の国際的活動の推進
に努める。

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
１ 運営体制の改善に関する目標
理事長を中心とした組織体制のもと、教育研究の特性に配慮しつつ、法人の機動的かつ効率的
な運営体制を構築する。
また、法人の意思決定や執行に至る過程について透明性を確保する。

２ 人事の適正化に関する目標
法人組織の活性化や業務の質の向上を図るため人事制度、職員の採用基準及び評価基準等を見
直し、弾力的に運用するとともに優れた人材を確保する。
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３ 事務等の効率化・合理化に関する目標
教育研究に対するサポート機能の向上と法人・大学運営の効率化を図るため、事務組織の見直
しなど、効果的な事務運営に努める。
また、社会情勢を鑑み、事務手続きのデジタル化を推進し、学生をはじめとする利用者の利便
性向上、職員の負担軽減及び生産性向上を実現することで、効率的な法人運営を目指す。

第４ 財務内容の改善に関する目標
大学における教育研究に配慮しつつ、組織運営の効率化等を図るため、法人業務全般について見
直しを行うとともに、法人経営の安定化を図るため、外部資金の獲得やその他の自己収入の確保に
努める。
また、大学の健全な運営を確保するため、資産の安全かつ確実な運用と適切な管理を行う。

第５ その他業務運営に関する重要な目標
教育研究活動を円滑に実施するため、施設設備を適切に維持管理するとともに、地域開放など有
効活用を図る。
また、学生や職員が安全かつ安心できる学習環境や職場環境を確保するため、防災等に係る危機
管理体制を適宜見直しするとともに、情報セキュリティ対策の充実、個人情報の保護その他の安全
管理対策を行い、その有効性について定期的な見直しを行う。
さらに、法人としての社会的責任を果たすため、法令遵守、人権啓発、環境への配慮などに努め、
対策の有効性について定期的な見直しを行うとともに、法人の運営状況の透明性と説明責任を果た
すため、教育研究及び組織運営の状況に関わる情報を積極的に公開する。
第６ 自ら行う点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標
教育水準の向上を図り、大学の目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動の状況につい
て自ら点検及び評価を行うとともに、外部からの点検及び評価を受ける。
また、教育研究、業務運営、財務など法人運営全般にわたって透明性を確保するため、自己点検
及び評価並びに第三者評価の実施結果を積極的に公表する。

令和５年11月24日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
第二期の公立大学法人神奈川県立保健福祉大学中期目標について、地方独立行政法人法第25条第３
項の規定により提案するものであります。
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